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海洋レーダの動作原理
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海洋レーダの動作原理



送受信機
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Δｒ：距離分解
c：光速
fc:変調周波数

100 kHz で 1.5km
300 kHz で 500m

海洋レーダの動作原理



送信信号

送受信機

２つの散乱体

受信信号

↑
周
波
数

時間 →

送受信機

２つの散乱体

↑
周
波
数

時間 →

受信送信

ＦＭＣＷ変調方式 ＦＭＩＣＷ変調方式

海洋レーダの動作原理
←
時
間

周波数→



9.2 MHz 帯（長距離レーダ）

(独立行政法人 情報通信研究機構)

11 m

200 m



24 MHz 帯（中距離・汎用レーダ）

(国土交通省 国土技術政策総合研究所)

6 m

50 m



43 MHz 帯（短距離・高分解能レーダ）

(Sea WATCHER: 国際航業)

5 m

15 m
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Kuroshio Warm water current

Oyashio Cold water current

4 / 24.5 MHz 

2 / 9.2 MHz / NICT 

6 / 24.5 MHz 
3 / 24.5 MHz 
3 / 41.9  MHz

3 / 24.5 MHz 

2 / 5 MHz / JCG  

2 / 24.5 MHz / JCG  

3 / 13.9 MHz / HU 
2 / 24.5 MHz / HU

5 / 13.9 MHz / KU
2 / 24.5 MHz / KU

2 / 41.9 MHz / MP 

Others   31/54

Mobile:
4 / 24.5 MHz / NILIM (MLIT)
5 / 24.5 MHz / NICT
6 / 41.9 MHz / CRIEPI et.al.

Mobile:
4 / 24.5 MHz / NILIM (MLIT)
5 / 24.5 MHz / NICT
6 / 41.9 MHz / CRIEPI et.al.

海洋レーダー設置状況＠日本

日本に54局
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11．環境モニタリンへの応用．環境モニタリンへの応用

ポイントポイント

・湾内循環・湾内循環

・環境メカニズムの解明・環境メカニズムの解明
13



海洋レーダーによる表層の流れ8月14日 ０6時



東京湾千葉灯標のモニタリングポストでの溶存酸素の変化



22．漂流ゴミ回収事業への応用．漂流ゴミ回収事業への応用

ポイントポイント

・ゴミ集積場所の予測・ゴミ集積場所の予測

・環境整備船の効率的運用とは？・環境整備船の効率的運用とは？
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流入量推定の手順流入量推定の手順

① 東京湾の回収実績の整理
（国交省、港湾管理者）

① 東京湾の回収実績の整理
（国交省、港湾管理者）

１．回収実績の整理
２．表層流速の計算

回収時刻
回収位置
回収量

② 表層流速の計算
（東京湾短波海洋レーダ）

② 表層流速の計算
（東京湾短波海洋レーダ）

⑤ 河川からの流入量の計算
（一般海域への流入量＋港湾管理者の回収量）

⑤ 河川からの流入量の計算
（一般海域への流入量＋港湾管理者の回収量）

※1 Isobe et al.(2009),JAOT,26,1672‐1682
※2 Kako et al.(2010),JO,66,291‐297
※3 片岡・日向, 沿岸海洋研究（2012）

③ 一般海域への流入源の推定※1

④ 一般海域への流入量の推定※2
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河川

港湾区域

東京湾

一般海域

港湾管理者
回収量

国土交通省
回収量

湾外

海底沈降量

海底沈降量

河川からの
流入量

港湾区域へ
の流入量

湾外への
流出量

東京湾における漂流ゴミ（葦・草）の収支東京湾における漂流ゴミ（葦・草）の収支

湾内への流入量・外洋への
流出量が最小となる場合

湾内への流入量・外洋への
流出量が最小となる場合

考慮していない。考慮していない。

445t
(二瓶ら、268t）

176t(39.5%)

440t(98.9%)
269t(60.4%)?

(二瓶ら、97t)

今後の展開今後の展開

••東京湾での予報実験の実施東京湾での予報実験の実施

→システム改良（港湾管理者との情報共有）→システム改良（港湾管理者との情報共有）

••漂流ゴミが湾内水質・航行安全に与える影響漂流ゴミが湾内水質・航行安全に与える影響

••外洋への影響外洋への影響 →回収事業の目標設定へ→回収事業の目標設定へ 18



ポイントポイント

HFHFレーダの長所（津波・副振動の流レーダの長所（津波・副振動の流

速場を面的に計測）を津波対策にい速場を面的に計測）を津波対策にい
かに活用するか？かに活用するか？

33．津波対策への応用．津波対策への応用

19
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Hinata et.al 2011
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1.5

紀伊半島

四 国

太平洋

湊局

雑賀崎局

瀬戸内海

第6ビーム

震源

紀伊水道

05:00

津波の伝搬→副振動の発生

進行波的進行波的

副振動：高次モード卓越副振動：高次モード卓越

副振動：低次モード卓越副振動：低次モード卓越
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世界無線通信会議（ＷＲＣ－１２）
平成24年1月23日～2月17日 （4週間）

議題 1.15 3‐50MHzにおける海洋レーダーへの

周波数分配の検討
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ＩＴＵとＷＲＣとＷＧ/ＳＧ
最高意思決定機関

１９３加盟国／４年毎

全権委員会議
（PP）

技術勧告の承認

４年毎

世界電気通信標準化総会
（WTSA）

活動方針の策定

４年毎

世界電気通信開発会議
（WTDC）

約３～４年毎

無線通信総会
（RA）

技術勧告の承認

世界無線通信会議
（WRC）

周波数の分配
(無線通信規則の改正)

規則解釈等

無線通信規
則委員会

事務総局

事務総局長

４８理事国／毎年
理事会
（C）

技術勧告の作成

無線通信
研究委員会

無線通信局 電気通信開発局電気通信標準化局

(無線：ＩＴＵ－Ｒ) (途上国：ＩＴＵ－Ｄ)(有線：ＩＴＵ－Ｔ)

ITU
International 

Telecommunication Union

国際電気通信連合

ITU
International 

Telecommunication Union

国際電気通信連合



無線通信規則無線通信規則

(RR : Radio Regulations)(RR : Radio Regulations)
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決議決議612612

(Resolution 612)(Resolution 612)

25

Shall
・Bureau への届け出
・出力の制限（e.i.r.p. 25 dbW）
・コールサイン（20分に1回）

Should
・複数のレーダの多重使用
・指向性アンテナの採用



成果：日本として9帯域要求して8帯域確保

帯 区域 分 
既日本の 存局 数運用周波  

* 続 当不連 な割り て 

日本からの提案周波数

（含:APT 共同提案） 

×APT提案に反対 ○日本

のみ提案 

第 3地域に対する 

WRC-12 での分配帯域 

A:5.A115, F:5.F115 適用 

4.5 MHz 
+/- 1 MHz 

 
×3 155-3 200 (s) SUP 

×4 438-4 488 (s) 4 438- 4 488 (s) A 

5 032-5 047.5 (15/海保)  － 

 5 400-5 450 (p) 5 250-5 275 (s) A 

9 MHz 
+/- 2 MHz 

9 214-9 272 * (25/NICT) ○9 200-9 300 (p) － 

  9 305- 9 355 (s) F 

12 MHz 
+/- 1 MHz 

 
×12 100-12 200 (s) SUP 

 13 450-13 550 (s) A 

13 921-13 971 (50/北大他) 13 900-14 000 (s) SUP 

16 MHz 
+/- 2 MHz 

 NOC 
－ 

16 100-16 200 (s) F 

26 MHz 
+/- 4 MHz 

 22 855-23 000 (p) SUP 

24 465-24 565 (100/ 湾港 他) 24 450-24 600 (p) 24 450-24 600 (s) A 

 26 175-26 325 (s) 26 200-26 350 (s) A 

 27 350-27 500 (s) SUP 

43 MHz 
+/- 4 MHz 

  39 500-40 000 (p) A 

 41 015-41 515 (s) 41 015-41 665 (p/韓国) 

41750-42750 (300/ 湾港 他)  43 350-44 000 (p/韓国) 

 46 500-47 000 (s) SUP 
26



海洋レーダによる
e-Navigation （構想）



今後の海洋レーダの利用今後の海洋レーダの利用

海流・潮流の観測
津波・流氷の観測
沿岸探査・救助
有害物質流出事故対応
漂流漂着ゴミ対策
水質モニタリング
赤潮モニタリング
漁業管理
海上交通安全
風力発電

津波の観測

情報通信研究機構パンフレットより


